
（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 26%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

119

-

116

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
総合無線局監理システム（平成30年3月末の局数）

一般会計

局

算出根拠

当初見込み

計算式 千円/局

単位

単位当たり
コスト

活動実績

千円

単位

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

電波法第71条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - 100

27年度 28年度 29年度

損失補償を行った無線局数
（対象無線局の総数：335局）

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-
51,993
/119

30年度活動見込

- -

局

翌年度へ繰越し -

計

平成31年度までに無線局
（海岸局95局、船舶局6,102
局）対する周波数変更命令
措置を終了させる。

国際VHF周波数変更対策のための損失補償 担当部局庁 総合通信基盤局電波部 作成責任者

事業開始年度

負担

担当課室 基幹・衛星移動通信課 課長　豊嶋　基暢

事業名

会計区分

30年度

-

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

-

平成27年度のWRC（無線通信会議）においてITU-RのRR(無線通信規則）が改正され、国際VHFの一部の周波数をデジタルデータ通信用に変更することと
なった。このため、平成29年度から平成30年度にかけて海岸局95局、船舶局6,102局に対して電波法第71条第１項により周波数変更命令を行い、今まで運
用していた周波数を国際ＶＨＦの他の周波数に移行させるとともに、そのうち工事が必要な無線局（海岸局95局、船舶局240局）については、電波法第71条
第２項を適用して、平成29年度は100局についてその工事費用を補償し、平成30年度から平成31年度にかけて残りの無線局について工事（損失）にかかる
費用を補償する。

- -

-

- -

- -

周波数変更命令対象無線
局数

中間目標

補正予算

実施方法

27年度

％

予備費等

当初予算

0

- -

定量的な成果目標

80

損失補償金総額／局数

単位当たり
コスト

-

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

国際ＶＨＦデジタルデータ通信システムの新たな周波数割当のため、現在、割当られている船舶港務通信等の周波数を他の国際VHF帯域に平成29年度か
ら平成31年度の3か年にかけて周波数変更命令を行い、新たな海上通信システムの円滑な導入及び航行安全の通信体制の確保を図る。

前年度から繰越し

成果指標 単位

局
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

- - 100

局

平成３０年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

0 0 80 52 18

0 21

執行率（％） - - 26%

平成２９年度
事業終了

（予定）年度
平成３１年度

28年度

20,648
/100

206

29年度

-

6,197

100

無線通信規則（2017年1月1日改正条約発効）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

52 18

関係する
計画、通知等

100

-

2 -

-

-

-

達成度

-

-

年度 年度31

-成果実績

目標値

- -

28年度

-

27年度

437

-

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

ＩＴ戦略

30年度当初予算

52

0

52計

その他

18

0

事業番号 　 0101

主な増減理由

平成30年度までに対策工事が必要な海岸局（95局）の全てと船舶局
（240局）の約半数を実施する予定である。平成31年度は残りの船舶
局の対策工事を実施するものであり、海岸局と比較して船舶に搭載す
る無線設備は機器構成が複雑でないため、設備費用が安価となること
から、平成31年度の予算要求額は減少している。

31年度要求

18

- -
予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

無線設備損失補償金



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

- -

目標定性的指標

-

国の命令による周波数変更命令対策は、電波法令において
国が行うこととなっている。また、周波数管理は国が責任を
もって行う業務であるとともに、今回のケースは、国際的ルー
ルに基づいて全国共通的に業務を遂行する必要があるた
め、地方自治体や民間に委ねることは困難である。

○

-

評　価項　　目

船舶の航行安全のための通信を確保し、国民の安心・安全
に寄与するためのものであり、国民や社会のニーズに対応し
ているものである。

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標計画開始時
29年度

-

-

-

K
P
I

(

第
一
階
層

）

-

○

単位 30年度

○

施策の進捗状況（目標）

－

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

年度

- -

目標値 -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

電波法令において国の命令における周波数変更命令によっ
て通常生ずる損失は国が補償することとなっており、国際条
約に基づく周波数変更措置を円滑に行うために必要かつ適
切である。また、条約締結国の我が国としては、条約を優先
的に遵守することが法令で定められており優先度は高い。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

成果実績

28年度 29年度

--

-

- 年度

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

-

-

○

無線局免許人の周波数変更対策工事に対する損失補償請
求に対して、国が補償するものであり、負担関係は妥当であ
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

-

改革
項目

分野： -

施策の進捗状況（実績）

定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

年度年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国際ＶＨＦデジタルデータ通信システムの新たな周波数割当のため、現在、割当られている船舶港務通信等の周波数を他の国際VHF帯域に平成29
年度から平成31年度の3か年にかけて周波数変更命令を行い、新たな海上通信システムの円滑な導入及び航行安全の通信体制の確保を図る。

中間目標 目標年度
単位 27年度

実績値 - -

-

-

-

-

施策 ４．情報通信技術利用環境の整備

政策 Ⅴ．情報通信（ＩＣＴ施策）

測
定
指
標

％ -

目標年度

-

達成度

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度

-

成果実績 - -

30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

- - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



( - )

事業番号 事業名所管府省名

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

本事業については、成果目標の達成に向け、引き続き適正かつ効率的な執行に努める。

・本事業は、国際的な周波数分配の変更に伴い、国が電波法令に基づく周波数変更命令を行い、船舶航路通信用周波数を国際ＶＨＦの他の周
波数に変更させるとともに、それに伴い損失が生ずる無線局の工事費用について、国が補償を行うものであり、船舶の航行の安全を確保する
ため、周波数移行期限までに円滑に周波数変更対策を完了させる必要がある。
・平成29年度は当初の予定のとおり、海岸局を中心に周波数変更対策工事がほぼ完了するとともに、執行に当たっては、支払基準を設けるとと
もに、無線局免許人に対し、相見積りの取得等、より低価格な機器の選定を促すことにより、コスト削減や効率化を図った。

‐

外部有識者の所見

備考

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

○

損失補償を事業として捉えること自体が評価になじまない。損失補償すればアウトプットが100％となるが、その対象にならなければアウトカム指標は動かない。ま
た、アウトプットの見込みでは、アウトカムのところに書かれた31年度の目標値に辿りつかないのではないか（他力本願的な部分があるのではないのか）。

外部有識者からのご指摘を踏まえ、アウトカムとアウトプットの関係が明確となるようにレビューシートの事業概要を分かりやすく修正した。また、予
算については、更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めることとする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

周波数変更対策工事に当たっては、支払基準に照して精査
を行い、損失補償の対象として必要なものに限定している。

改善の
方向性

支払基準を設けるとともに、機器の換装に当たっては、無線
局免許人に対し、相見積りの取得等、より低価格な機器の選
定を促すことにより、コスト削減や効率化に努めている。

行政事業レビュー推進チームの所見

‐

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○
平成29年度は海岸局を中心に周波数変更対策を講じたもの
であり、おおむね対策を完了し、順調に目標達成に向けて進
捗している。

執
行
等
改

善

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
周波数変更対策工事に当たっては、支払基準を設けるととも
に、無線局免許人に対し、相見積りの取得等、より低価格な
機器の選定を促しており、コスト等の水準は妥当である。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

平成29年度は海岸局を中心に周波数変更対策を講じたもの
であり、おおむね対策を完了し、当初予定の活動実績を達成
している。

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

周波数変更工事に伴う機器の換装に係る費用について、無
線局免許人に対し、相見積りの取得等により、より低価格な
機器の選定を促した結果、無線局免許人からの損失補償請
求額が減少したことにより、不用額が生じたものである。

点検結果

平成28年度 -

- 平成25年度 -

総務省 新29 0012

平成26年度 - 平成27年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成29年度

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　チェック

A.　名鉄海上観光船株式会社
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

金　額
(百万円）

使　途

無線施設損失
補償金

B.
金　額

(百万円）

3.7

費　目 使　途

計 3.7 計 0

無線設備の周波数変更工事に係る費用

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

②周波数変更命

令（電波法第71
条）

変更工事の対象外設備

・代替周波数がある

・フリーシンセサイザー方式

・変更工事辞退

④【免許人】
工事業者・代理
人へ依頼

⑤【工事業者】

・ROM発注

・基盤製造
・機器の発注 等

⑤【工事業者】
変更工事の実施

③免許状の発給

⑥【工事業者又は免許人】
損失補償請求明細書の作
成及び請求
（免許人又は代理人）

⑦周波数変更

確認、損失補償

基準による審

査・査定

⑧損失補償請
求書及び調書
の審査・査定⑨補償額決定

⑩補償金の受領（免許人又は代理人）

①周波数指定変更
命令の周知・説明

変更工事が不
要な場合

⑨通知書の発給、免許状の発給

本省通知

資金の流れ

資金の受取先は、無線局免許人又は無線局免許人に委任された者

資金受取までの流れは以下のとおり。

①免許人、関係団体等へ国際条約に基づく周波数変更命令措置について説明及び周知

②国から電波法第７１条に基づく周波数変更命令を発出

③無線設備の変更工事が伴わないものについては、②にあわせて無線局免許状を送付

④無線設備の変更工事が必要な無線局については、無線工事業者へ工事を発注

⑤無線工事業者は、周波数変更にかかる必要な工事を実施

⑥工事にかかった費用を国に請求

⑦地方機関で請求費用について審査

⑧審査の結果、問題なければ額を本省へ通知

⑨本省において精査したのち、額の確定通知書及び免許状を発送

周波数変更命令の手続のスキーム図

総務省

２１百万円

周波数変更命令による無線設備の工事を行う無線局免許人に対し

Ａ．無線局免許人又は無線局免許人から委任された者

周波数変更命令による無線設備の工事を実施



支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

千葉県

横須賀市

業　務　概　要契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

9

- -

その他

その他

- -

- -

4

-

8

7

4000020330001

5

6

1
名鉄海上観光船株
式会社

種子屋久高速船株
式会社

秋田県マリーナ無線
協会

公益社団法人関東
小型船安全協会

志摩マリンレジャー
株式会社

岡山県

山形県鼠ヶ関マリー
ナ協会

大阪湾マリンVHF協
議会

法　人　番　号

10

-

-

9020005009654

8190001007811

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

-

6340001013696

4000020120006

5180001047101 3.7

3000020142018

2

3

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

0.4

0.9

- -

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

- -

-

支　出　先 業　務　概　要

0.7

0.4

支　出　額
（百万円）

- -

-0.8

- -

その他

その他1.5

その他

その他

その他 -

2.5

2.2

2 -

- -

-

-

-

-

その他

その他

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

無線設備の周波数変更対
策工事に係る損失補償金
の支払い

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-
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